
平
成
24
年
度
か
ら
介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
す

　
介
護
保
険
制
度
は
、介
護
が
必
要
と
な
っ
た
方
が
安
心

し
て
介
護
サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で
き
る
よ
う
に
、社
会
全
体

で
支
え
あ
う
制
度
で
す
。

　
制
度
を
支
え
る
介
護
保
険
料
は
、高
齢
化
の
進
展
や
利

用
者
数
の
増
加
、施
設
整
備
等
の
必
要
性
な
ど
実
情
に
応

じ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
、３
年
ご
と
に

見
直
す
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
２
４
～
２
６
年

度（
第
５
期
）の
介
護
保
険
料
の
月
額
基
準
額
は

４
２
０
０
円
に
な
り
ま
す
。

　
今
年
度
の
被
保
険
者（
６
５
歳
以
上
の
方
）の
介
護
保

険
料
は
、昨
年
の
所
得
が
確
定
し
た
後
、７
月
初
旬
に
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

第４期 （平成21 ～ 23年度） 月額基準額　３，600円

第５期 （平成24 ～ 26年度） 月額基準額　４，200円

平成24年～平成26年度（第5期）の介護保険料
段階 対　　象　　者 年間保険料額

第1段階

世
帯
非
課
税本
人
非
課
税

生活保護受給者または老齢福祉年金受給者であって
本人および世帯全員が市民税非課税の人 21,672円

第2段階 本人および世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入の合計額が80万円以下の人 21,672円

第3段階
本人および世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入の合計額が80万円を超え、
120万円以下の人

31,752円

第4段階 本人および世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入の合計額が120万円を超える人 37,800円

第5段階

世
帯
課
税

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民
税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入の合
計額が80万円以下の人

43,848円

第6段階
世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民
税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入の合
計額が80万円を超える人

50,400円
(基準額）

第7段階

本
人
課
税

本人市民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未
満の人 56,952円

第8段階 本人市民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以
上200万円未満の人 63,000円

第9段階 本人市民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以
上300万円未満の人 75,600円

第10段階 本人市民税課税で、前年の合計所得金額が300万円以
上500万円未満の人 85,680円

第11段階 本人市民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以
上の人 100,800円

①
地
域
区
分
と

　
介
護
報
酬
の
見
直
し

　
国
が
定
め
る
介
護
報
酬
の
地
域
区

分
が
見
直
さ
れ
、甲
賀
市
は
０
％
か
ら

３
％
加
算
の
区
分
に
移
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、介
護
報
酬
全
般
の
見
直
し

も
行
わ
れ
、全
体
で
１・
２
％
引
き
上

げ
ら
れ
ま
し
た
。

②
第
１
号
被
保
険
者
の

　
保
険
料
負
担
率
の
増
加

　

保
険
料
の
負
担
率
は
、第
１
号
被

保
険
者（
65
歳
以
上
の
方
）と
第
２
号

被
保
険
者（
40
～
64
歳
の
方
）の
人
口

比
率
に
よ
り
、国
が
見
直
し
ま
す
。

　
高
齢
化
に
伴
い
、今
回
の
見
直
し
で

は
、第
１
号
被
保
険
者
の
負
担
率
が

１
％
増
加
し
、21
％
に
な
り
ま
し
た
。

③
在
宅・施
設
サ
ー
ビ
ス
の

　
施
設
整
備

　
サ
ー
ビ
ス
利
用
の
増
加
や
施
設
待

機
者
の
状
況
か
ら
平
成
２
４
年
度
か

ら
の
３
年
間
に
施
設
整
備
を
予
定
し

て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
施
設
サ
ー
ビ
ス
と
し

て
、特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、介
護
老

人
保
健
施
設
等
の
整
備
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

　

併
せ
て
、住
み
慣
れ
た
地
域
で
の

生
活
を
支
え
る
た
め
、地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、グ
ル
ー
プ
ホ
ー

ム
や
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
施

設
等
の
整
備
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

④
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

　
利
用
者
の
増
加

　

社
会
の
高
齢
化
に
伴
い
、介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
人（
要
支

援・
要
介
護
認
定
者
）が
、今
後
も
増

え
る
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。　

保
険
料
が
変
わ
る

４
つ
の
理
由
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国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
方
は
、事
前

に
申
請
し
認
定
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、入

院
お
よ
び
外
来
受
診
を
さ
れ
た
と
き
の

高
額
療
養
費
お
よ
び
食
事
代
に
つ
い
て
、

窓
口
の
支
払
い
が
自
己
負
担
限
度
額
と

な
る
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
限
度
額
適
用
を
受
け
よ
う
と
さ
れ
る

方
は
申
請
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、

今
ま
で
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
も
有
効

期
限
が
７
月
31
日
で
す
の
で
、改
め
て
申

請
が
必
要
で
す
。

　
申
請
方
法
に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り

で
す
。

◆
申
請
場
所

　
保
険
年
金
課
ま
た
は

　
旧
支
所
の
地
域
市
民
セ
ン
タ
ー

◆
持
参
す
る
も
の

　
◦
保
険
証

　
◦�

課
税
証
明
書（
平
成
24
年
１
月
１
日

に
甲
賀
市
に
住
所
の
無
い
方
）

※
８
月
以
降
に
申
請
を
受
け
付
け
ま
す
。

　
な
お
、70
歳
以
上
の
国
民
健
康
保
険
前

期
高
齢
者
の
方
で
住
民
税
非
課
税
世
帯

の
方
も「
限
度
額
適
用・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
」の
申
請
が
必
要
で
す
。

　
現
在
、お
使
い
い
た
だ
い
て
い
る
高
齢

受
給
者
証
の
有
効
期
限
が
７
月
31
日
で

あ
る
た
め
、８
月
１
日
よ
り
お
使
い
い
た

だ
く
新
し
い
証
を
７
月
下
旬
に
お
手
元

に
郵
送
で
お
届
け
し
ま
す
。

　
お
手
元
に
証
が
届
き
ま
し
た
ら
、お
名

前
等
間
違
い
が
な
い
か
確
認
の
上
、大
切

に
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、受
診
を
さ
れ
る
と
き
は
保
険
証

と
あ
わ
せ
て
必
ず
病
院
の
窓
口
へ
提
示

を
お
願
い
し
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
の
申
請
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者
証
を
更
新
し
ま
す

24年度国民年金保険料の
免除申請を受け付けます

３人目以降のお子さんの
保育料一部免除手続き

　国民年金には、経済的な理由で保険料を納めるの
が困難な場合に、申請により保険料の納付が免除・
猶予される制度があります。詳しくはお問い合わ
せください。

◆申請場所
　◦保険年金課または旧支所の地域市民センター
　◦草津年金事務所国民年金課

◆申請に必要なもの
　◦年金手帳
　◦認印
　◦�平成24年度課税証明書（平成24年１月１日に

甲賀市に住所の無い方）
　◦�失業したことが確認できる公的機関の証明の

写し（退職された方）

◆�次のすべてに該当する世帯は、３人目以降のお子
さんの保育料が免除になります。

　①�平成24年度保育料徴収金（保育料）基準額表で
Ｂ２・Ｃ12・Ｃ11階層の世帯

　②�18歳に達する日以降の最初の３月31日までの
間にあるお子さん（平成６年４月２日以降生ま
れの方）が３人以上おられる世帯で、３人目以
降のお子さんが保育園に入園されている世帯

　③�平成24年４月１日現在で、甲賀市に引き続き
１年以上、住民登録されている世帯

◆手続き方法…保育料免除申請が必要です。
　�　平成24年度保育料確定後、該当する方へ７月

下旬に個別に通知する予定です。該当すると思
われる方で通知が届かない場合はご連絡くださ
い。

◆申請期限…８月３日（金）まで

草津年金事務所　国民年金課　☎077-567-2220
甲賀市役所　保険年金課　　　☎65-0688

問い合わせ
こども未来課　管理係
☎86-8179　Fax86-8380

問い合わせ

問
い
合
わ
せ
　
保
険
年
金
課　
国
保
年
金
係

　
☎
６
５
‐
０
６
８
８　
Fax
６
３
‐
４
６
１
８

問
い
合
わ
せ
　
長
寿
福
祉
課　
介
護
保
険
係

　
☎
６
５
‐
０
６
９
８
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